
第４回鎌倉市住宅マスタープラン策定委員会 次第 

 

□ 日 時  令和８年(2026 年)7月 16日（木） 

   午前 10時 00分から正午まで    

□ 場 所  市役所本庁舎４階 402会議室 

 

   １ 開 会 

(1) 第３回鎌倉市住宅マスタープラン策定委員会の議事録について 

 

   ２ 議 題 

(1) 住宅マスタープランの見直しについて 

(2) その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪配布資料≫ 

 ・第３回鎌倉市住宅マスタープラン策定委員会議事録 資料１ 

   ・鎌倉市住宅マスタープラン改定の検討 資料２ 



鎌倉市住宅マスタープラン改定の検討
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第４回鎌倉市住宅マスタープラン策定委員会資料

（１）これまでの審議について

・ 第３回策定委員会の振り返り

・ 今後の策定スケジュール

（２）本日の審議事項について

住宅マスタープランの見直しについて

❶ 理念の検討

❷ 現状・課題の整理

❸ 目標の検討

❹ 施策の検討（主に次回以降検討）

令和８（２０２６）年7月16日（木）

資料２
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（１）これまでの審議について

・ 第３回策定委員会の振り返り

・ 今後の策定スケジュール
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第３回策定委員会の振り返り

第３回策定委員会における主なご意見を踏まえた、骨子案への対
応は下記のとおり

主なご意見 対応

•住宅に関する課題だけでなく、公園などの身近な生活環境に関する課題にも目を向け、
ウェルビーイングな暮らしの実現に向けた視点を取り入れることが重要（後藤委員長）

•ウェルビーイングとしては、居住の持続可能性の観点を取り入れ、インフォーマルなケアや地域の支え
合いを支援する方法、観光とも連動した鎌倉らしい住まい方を示す方法もある（後藤委員長）

世帯毎の課題整理の中で、ウェルビー
イングの考えを踏まえて課題や施策に
反映

•若年層や子育て世帯など、幅広い世代が鎌倉に住み続けたいと感じられるよう、切れ目
のない住宅施策を検討すべき（目標１について）（澤岡委員）

•幅広い世帯が鎌倉へ転入し、住み続けたいと思えるまちづくりについて検討していくことが
重要（現目標１について）（尾上委員）

世帯毎の課題整理の中で、目標２の若
年・子育て世帯に対する施策に反映

• 「老人ホーム等の施設への入所」ニーズに対して、施設の供給は足りているか。今住んでいる家に継
続して長く住み続けるにはどのようにすべきか、高齢者向け施設を住宅ストックとしてどの
ように位置づけるかを今後整理する必要がある（現目標２について）（後藤委員長）

アンケート結果で施設入所希望が多い
ことから、目標３の高齢者の施策に位
置付け

•空き家や防災に関する話では、後期高齢者の増加に伴う話など、最近の住宅事情につい
ての論点をもう少し加えてほしい（現目標３について）（後藤委員長）

後述する課題の「その他」にて整理し、
目標４に取組を位置づけ

•空き家は居住の場としての活用だけでなく、互助の促進等につながる地域活動の拠点と
しての活用も考えられる（現目標４について）（澤岡委員）

•管理ができず草木が繁茂した状態で放置されている空き家への支援を進めるなど、空き
家の適切な管理と利活用を促進することが重要（現目標４について）（澤岡委員）

•空き家を活用した住み開きなど、地縁組織に依存せず地域コミュニティを支援できる仕組
みが望まれる（現目標６について）（澤岡委員）

空き家所有者アンケート結果も踏まえ、
課題の「その他」で整理し、目標４で取
組を位置付け

•耐震化と建て替えが進む中でも鎌倉らしさを守ることは重要。まちの魅力を維持するため、
緑化以外の手法も検討する必要がある（現目標７について）（尾上委員）

鎌倉の魅力、住宅の安全性の観点か
ら、課題の「その他」にて整理

•市民と地域との関わりの希薄化により、ボランティア活動等の担い手不足が懸念されるた
め、対策が必要（現目標８について）（後藤委員長）

課題の「その他」で地域との関りの希
薄化を整理し、目標５に取組として位
置づけ
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年月

項目

令和７年 令和８年 令和９年

８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３

基礎調査

本計画

改定作業

策定委員会
★
第２回

★
第１回

★
第３回

★
第４回

★
第５回

★
第６回

・委嘱式

・鎌倉市の住
環境の変化

・本計画改定
スケジュール

・基礎調査に
ついて

等

・基礎調査
（市民意識調
査・マンション
管理実態調
査）の項目に
ついて

等

・基礎調査の
結果報告

・鎌倉市の住
宅事情

・計画改定の
方向性につい
て

等

・本計画の理念（
案）

・現状と課題

・本計画の目標（
案）

等

・本計画（素案）

・パブリックコメ
ントの実施に
ついて

等

・本計画（案）

・パブリックコメ
ントの結果に
ついて

等

調査・分析

現状・課題の整理

素案作成 修正 ★
策定

パブコメ

今後の策定スケジュール

今年度初回となる第４回委員会では、理念、現状・課題、目標につい
てご審議いただきたい
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（２）本日の審議事項について

・住宅マスタープラン見直しについて

・❶ 理念の検討

・❷ 現状・課題の整理

・❸ 目標の検討

・❹ 施策の検討



❶理念の検討、❷現状・課題の整理、❸目標の検討、❹施策の
検討、の流れで住宅マスタープランの策定を実施する

6

住宅マスタープランの見直しについて

❶理念の検討

• 総合計画の将来都
市像等を踏まえて
、住宅政策の理念
を検討

❷現状・課題の整理
• 現況・課題の切り口を設定し、住
宅・住環境の課題を整理

❸目標の検討
• 整理した課題や理念を踏ま
えて、住宅政策における目標
の検討

❹施策の検討
• 設定した目標に対する
施策の検討

施策住宅政策の目標
住宅マスタープラン

の理念

住宅マスタープランの位置づけと見直しの流れ

概
要
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❶理念の検討



❶理念の検討

8

市の総合計画との整合を図るため、総合計画の将来像から住生活
に関連する要素を踏まえた、住宅政策が目指す姿を示す

①将来都市像

古都としての風格を保ちながら、生きる喜びと新しい
魅力を創造するまち

②「住宅」分野の目標とするまちの姿

住宅の確保に配慮が必要な世帯を含むすべての住民
が、適切に管理された住宅で、 それぞれのライフスタ
イルにあわせながら、安心して生活できているまち

総合計画を踏まえた住宅政策が目指す姿

■住生活に関連する要素
・古都としての風格
・生きる喜び
・新しい魅力を創造
・それぞれのライフスタイルに合わせた

・安心して生活できているまち

総合計画

• 市民それぞれのライフスタイルに合わせ
て安心して暮らせると同時に、古都の風
格、自然、賑わい等の鎌倉らしさに誇りを
持って生活できる住生活の実現を目指す

住宅政策が目指す姿
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多世代が豊かに暮らし、ともに育む緑と歴史文化の都市鎌倉現
行

前頁の住宅政策が目指す姿を踏まえ、住宅マスタープランの理念
を策定する
住宅マスタープランの理念 （新旧）

❶理念の検討

古都の風格と新たな魅力を調和させ、市民が安心して、
誇りを持って鎌倉で暮らすことのできる住生活環境の実現

新
計
画
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❷現状・課題の整理



・入学・就職（初めての家探し）
・転勤／転職
・結婚

・結婚
・転勤／転職
・出産
・子育て（幼児期～成人期）
・親世帯との同居

・子の独立
・退職
・終活

・家族構成の変化
・就業等の生活変化
・立退きや災害等の突然の居住不可

その他
上記の世帯に共通する世帯等

高齢者世帯
６５歳以上の世帯員がいる世帯

若年世帯
世帯主の年齢が概ね３０代以下の

単身・夫婦世帯を想定

子育て世帯
１８歳未満の子どもがいる世帯

11

❷現状・課題の整理 （整理の考え方）

住宅の種類

・所有関係

（持ち家、借家）

・建て方

（一戸建、共同住宅）

住環境

・立地（自然環境、災害リ
スクエリア、教育環境）

・生活利便性（施設・交
通）

・まちなみ・景観

地域

・地域コミュニティ
・住生活サービス

住まいを考えるきっかけを契機に、各々の世帯が住宅・住環境を選択
することを踏まえ、世帯の型を切り口に居住ニーズの課題を整理する

居住ニーズ

切り口

住まいを考える主なきっかけ世帯の型

視点

整理の考え方
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❷現状・課題の整理

高齢者
世帯

若年
世帯

子育て
世帯

世帯
共通
／
地域

住宅 住環境

•住宅ストックの充足に加え、持ち家に住む高齢単身者が多いことから、
空き家予備軍の増加が予測され、空き家化の抑制が必要

•住宅性能はバリアフリー化や断熱性の不満率は高い一方、県平均に比
べて高い水準にあることから、必要に応じた性能向上の促進が必要

•地震に対する安全性において、耐震化率は上昇傾向にある一方、
まだ耐震化が進んでいない住宅は一定数あることから、安
全性を考慮した、診断・改修の実施を促進する必要がある

•良質な住宅ストックの形成には、活用に至っていない住宅や今後の老
朽化の抑制が必要であるため、住宅の維持・管理・活用に対する一
戸建やマンションといった建て方に合った所有者の意識向上が必要

•地域防災に対する意識の低さが若年層にみられ、防
災や防犯等の観点からも住民のコミュニティ形成は
重要となることから、地域への関心を高めるとともに、
地域との関わりを始めるきっかけづくりが必要

•公的賃貸住宅の供給が近隣市と比べて少ない一方、
県平均と比べて借家需要は限定的な状況であるが、
これらの住宅が必要な世帯に行き渡ることは重要で
あることから、居住支援協議会を中心とした関係団
体との一層の連携強化が重要

世
帯
類
型

そ
の
他

•借家居住が多い若年世帯の希望する条件に対応した、住
宅ストックが十分に確保されておらず、ライフステージやライ
フスタイルの変化に応じて市外への転出が懸念される

•生活利便性・居住快適性が重視される一方でこれら
の確保が難しいことから、若年世帯の定住意向の低
下につながることが懸念される

•現住宅での居住継続意向が強い中で住宅のバリアフリー化
への不満が高く、また住み替えを希望する場合も住み替え
先についての情報不足等から、高齢者が希望する住まいが
確保しにくい状況であることが懸念される

•在宅生活の継続を支える環境が確保されず、高齢者が住み
慣れた地域で暮らし続けることが難しくなることが懸念される

•子どもの成長のタイミングで住宅を選択する機会が多い子育て世帯
に対し、持ち家・賃貸ともに流通戸数が少なく、価格も高いことから、
住宅確保が懸念される

•子育て世帯の半数が共働きであることから、子育て
と仕事の両立の負担が懸念される

•子育て世帯は、道路や公園・遊びの整備を重視して
いるが、現状への不満度が高く、環境整備が課題

世帯の型別に居住ニーズの住宅と住環境を視点に、課題を下記のと
おり整理し、次頁以降で、それぞれの課題の背景を整理する

世帯の型別に居住ニーズを視点とした課題（まとめ）
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課題

１．借家居住が多い若
年世帯の希望する条
件に対応した、住宅
ストックが十分に確
保されておらず、ライ
フステージやライフス
タイルの変化に応じ
て市外への転出が懸
念される

若年世帯の定住促進に向けて、賃貸住宅の供給・流通促進や家
賃負担への対応、市内で住み替えられる環境づくりが必要

❷現状・課題の整理 （背景・課題）

・若年世帯の占める割合は減少傾向にあるため、世帯数の維持または減少速度
の抑制に向けた対策が求められる[➤]

・39歳以下の８割強が現在の住宅・住環境に概ね満足しており、7割弱が居住継
続を希望していることから、若年層には一定の定住可能性がある[➤]

・家計主が44歳以下の世帯では、単身世帯や夫婦のみ世帯の過半数が借家に居住してお
り、民間賃貸住宅が重要な居住の受け皿となっていると想定される[➤]

・鎌倉市の賃貸住宅の家賃は、神奈川県や近隣市に比べ高い傾向にある[➤]

・流通している民間賃貸住宅には、手頃な家賃帯で一定の専有面積を確保でき
る物件が少なく、若年世帯の希望に沿う住宅が少ない可能性がある[➤]

・鎌倉市を転出した人のなかには、住宅の都合から転出することを決めた人が一
定数存在している（転出入調査）[◇]

・全国計画では、災害、交通、将来コスト等に配慮し、より良い住まいを選択・確
保・維持管理できるような住生活リテラシーを身に付ける重要性が示された[◎]

の住宅の課題若年世帯

背景 （➤：各種統計等、◇：各種アンケート、◎：上位関連計画）
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課題

２．若年世帯が魅力を
感じる地域資源と生
活利便性や居住快適
性との両立が十分に
図られないことにより、
若年世帯の定住意向
の低下につながるこ
とが懸念される

若年世帯の定住促進に向けて、豊かな自然・歴史・まち並み等の
地域資源の保全・活用や生活利便性・居住快適性の向上が必要

❷現状・課題の整理 （背景・課題）

・若年世帯の占める割合は減少傾向にあるため、世帯数の維持または減少速度
の抑制に向けた対策が求められる[➤]

・39歳以下の８割強が現在の住宅・住環境に概ね満足しており、7割弱が居住継

続を希望していることから、若年層には一定の定住可能性がある[➤]

・鎌倉への転入を決めた理由・決め手として、自然や歴史がある鎌倉市の環境に
魅力を感じたことがあげられている（転出入調査）（転出入調査）[◇]

・実際に、39歳以下では自然の豊かさやまち並みに対する満足度が高いため、

今後も鎌倉市の魅力となる環境の維持が求められる[◇]

・若年世帯は、生活利便性やプライベートを重視する傾向があることから、ライフ
ステージやライフスタイルの変化等によって生じる住宅・住環境への不満が、転
出を招く要因となる可能性がある[◇]

の住環境の課題若年世帯

背景 （➤：各種統計等、◇：各種アンケート、◎：上位関連計画）



資料：国勢調査
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（世帯）

単身世帯 夫婦のみ世帯

市内全世帯に占める若年世帯の割合 県内全世帯に占める若年世帯の割合

若年世帯の占める割合は減少傾向で、県平均と比較しても割合が
低く、減少速度の抑制に向けた対策が求められる

世帯主の年代別、世帯構成の推移

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（若年世帯） [住宅・住環境]



71.0

67.4

6.5

9.0

21.3

23.6

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数（n=1118）

39歳以下（n=144）

住み続けたい 転居したい 特に考えていない 無回答

19.2

22.2

64.8

61.8

13.0

12.5

2.9

3.5

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数（n=1118）

39歳以下（n=144）

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答

39歳以下の８割強が現在の住宅・住環境に概ね満足しており、7割弱が
居住継続を希望していることから、若年層には一定の定住可能性がある

住宅・住環境の総合満足度（年齢別） 今後の鎌倉市での居住意向（年齢別）

資料：令和7年度実施市民意識意向調査
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84.0％

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（若年世帯） [住宅・住環境]



鎌倉への転入を決めた理由・決め手として、豊かな自然や歴史等が
ある鎌倉市の環境に魅力を感じたことを、転入者の１割以上があげて
いることが特徴であり、…

転入者が転入した理由（複数回答） 転入者の転入先の決め手（複数回答）

0人 10人 20人 30人 40人

n=99

0人 10人 20人 30人 40人

n=99
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資料：転出入者アンケート調査報告書「 10 年後 20 年後も住み続けたいまちの実現に向けて」アンケート（令和４年11 月 政策創造課作成）
※実施方法：市役所本庁舎市民課窓口において、転出入手続きに訪れた市民に対し、その場で回答を依頼

家庭の都合のため（結婚・介護・同居・家
族の近くに住む必要があったなど）

仕事の都合のため（就職・転勤・転職・退
職など）

住宅の都合のため（よい住宅が見つかっ
た・家を建てた・立ち退きなど）

鎌倉に住みたかったため／引っ越し先の
市区町村に住んでみたかったため

生活環境をよくしたかったため（利便性・
子育てなど）

コロナ禍で生活スタイルが変わったため

家族から独立するため

違う町に住んでみたくなったため／鎌倉
から引っ越ししたかったため

学業の都合のため（進学・転校など）

特に理由はない

その他

仕事の都合が良かったから（通勤など）

通学などの就学上の都合が良かったから

よい住宅が見つかったから

家族や親族が住んでいるから

子育て環境が良いから

自然や文化、歴史的風土などの環境が素
敵だから

生活するのに便利だから

鎌倉に住みたかったから／引っ越し先の
市区町村に住んでみたかったから

住民や地域コミュニティが魅力的だから

生まれ育ったところだから

特に理由はない

その他

※回答者のうち30代以下の割合は66% ※回答者のうち30代以下の割合は66%

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（若年世帯） [住環境]



実際に、39歳以下では自然の豊かさやまち並みに対する満足度が
高いため、今後も鎌倉市の魅力となる環境の維持が求められる

39歳以下の住環境に対する満足度

満足

47.2%

39.6%

39.6%

37.5%

34.0%

43.1%

29.9%

37.5%

20.1%

19.4%

16.0%

20.8%

18.8%

14.6%

やや満足

42.4%

45.1%

38.2%

36.8%

38.2%

25.7%

38.2%

29.2%

45.8%

45.8%

47.2%

33.3%

34.0%

28.5%

やや不満

6.3%

9.0%

18.8%

15.3%

16.0%

25.0%

24.3%

24.3%

26.4%

25.0%

25.0%

28.5%

23.6%

32.6%

不満

3.5%

6.3%

2.1%

9.0%

10.4%

5.6%

6.9%

9.0%

4.9%

9.0%

5.6%
16.0%

20.1%

22.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

緑など自然の豊かさ

まち並みや景観

治安の良さ

行政サービスでのコンビニの利用しやすさ

電車やバス等の利用しやすさ

買物（スーパー）などの利便性

病院や福祉施設の利用しやすさ

通勤・通学などの利便性

市民活動のしやすさ（集まれる場所等）

火災・地震・水害等の防災性

訪問医療や訪問介護の利用しやすさ

近所に訪れる観光客のマナー

子供の遊び場・公園

道路・歩道の安全性

n=144

資料：令和7年度実施市民意識意向調査
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❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（若年世帯） [住環境]



一方で、若年世帯は、生活利便性やプライベートを重視する傾向があるこ
とから、ライフステージやライフスタイルの変化等によって生じる住宅・住環
境への不満が、転出を招く要因となる可能性がある

年齢別の生活観やライフスタイル（総数上位10項目を抜粋）

資料：令和7年度実施市民意識意向調査
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54.9

47.2

41.7

29.2

21.5

17.4

13.9

13.9

9.0

9.0

33.1

39.0

53.7

43.2

12.0

14.4

20.8

14.9

8.4

6.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

プライベート重視

生活利便性重視

定住志向

スローライフ、健康志向

在宅勤務

職住近接

サステナブル志向（環境志向）

ミニマリズム（必要最小限志向）

所有志向

仕事重視

39歳以下（n=144）

総数（n=1118）

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（若年世帯） [住宅・住環境]



71.8

16.3

23.5 

81.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市内全世帯数（n=75,980）

若年世帯（n=6,030）

持ち家 借家

若年世帯※では、単身世帯や夫婦のみ世帯の過半数が借家に居住しており、
若年世帯にとって民間賃貸住宅が居住の受け皿となっていると想定される

家計を主に支える者が44歳以下の世帯における持ち家・借家率（世帯の型別）

資料：令和５年住宅・土地統計調査
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※若年世帯：住宅・土地統計調査による、世帯の家計を主に支える者が44歳以下の世帯

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（若年世帯） [住宅]



2.8

4.0

3.2

2.4

7.3

9.6

8.9

2.7

4.9

2.4

2.9

3.2

6.1

3.0

4.3

3.3

8.0

11.2

1.5

5.5

3.3

3.8

3.4

4.0

7.2

7.3

1.6

10.7

15.6

6.9

10.2

5.8

8.4

13.4

16.4

23.6

17.9

5.7

28.9

23.2

29.0

31.3

15.7

21.0

29.7

20.7

29.3

29.4

13.0

26.3

19.6

29.5

31.7

29.0

29.3

18.3

15.5

17.1

17.4

39.0

10.4

2.5

14.2

10.6

19.2

16.4

22.2

24.5

13.1

16.3

23.6

3.9

10.9

14.3

4.6

20.5

14.3

5.7

7.9

1.8

4.0

4.9

1.6

6.7

1.4

0.4

3.8

3.0

1.3

1.1

1.6

1.0

1.6

0.6

1.1

0.6

0.8

0.6

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

鎌倉市

逗子市

藤沢市

横浜市

葉山町

横須賀市

三浦市

茅ヶ崎市

平塚市

川崎市

神奈川県

1万円未満 1～2万円 2～4万円 4～6万円 6～8万円 8～10万円 10～15万円 15万円以上 不詳

しかしながら、鎌倉市における賃貸住宅の家賃は、神奈川県や近隣
市と比較して高い傾向にある

１か月あたりの家賃の状況

21

資料：令和５年住宅・土地統計調査

延べ面積１㎡当たり
家賃（参考）

1,787円/㎡

1,574円/㎡

1,681円/㎡

1,819円/㎡

1,369円/㎡

1,222円/㎡

1,479円/㎡

1,465円/㎡

1,317円/㎡

2,030円/㎡

1,726円/㎡

１か月当たりの
家賃（参考）

83,183円

82,651円

71,074円

75,410円

86,619円

55,685円

65,316円

69,162円

57,404円

79,297円

71,918円

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（若年世帯） [住宅]



資料：民間不動産ポータルサイトより作成

22

民間の不動産ポータルサイトに掲載されている物件（令和7年９月時点、専有面積25㎡以上）の物件数を整理

流通している民間賃貸住宅には、手頃な家賃帯で一定の専有面積
を確保できる物件が少なく、若年世帯が希望する条件に合う住宅の
選択肢が少ない可能性がある

専有面積別の物件数（戸）

14

103 105

9
13

87
54

44

5

9

61 133

231

230

36

251

292 284

235

0

50

100

150

200

250

300

6万円未満 6～8万円 8～10万円 10～15万円 15万円以上

25～30㎡未満

30～40㎡未満

40㎡以上

［戸］

※25㎡未満は含まない

40㎡以上の住戸は
10万円以上に集中

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（若年世帯） [住宅]



0人 10人 20人 30人 40人 50人

n=90

実際に、鎌倉市から転出した人のなかには、住宅の都合から転出す
ることを決めた人が一定数存在しており、対策の検討が必要

転出者が転出した理由（複数回答）

23

資料：転出入者アンケート調査報告書「 10 年後 20 年後も住み続けたいまちの実現に向けて」アンケート（令和４年11 月 政策創造課作成）
※実施方法：市役所本庁舎市民課窓口において、転出入手続きに訪れた市民に対し、その場で回答を依頼

仕事の都合のため（就職・転勤・転職・退職など）

家庭の都合のため（結婚・介護・同居・家族の近くに住む必要があったなど）

住宅の都合のため（よい住宅が見つかった・家を建てた・立ち退きなど）

家族から独立するため

学業の都合のため（進学・転校など）

生活環境をよくしたかったため（利便性・子育てなど）

違う町に住んでみたくなったため／鎌倉から引っ越ししたかったため

鎌倉に住みたかったため／引っ越し先の市区町村に住んでみたかったため

コロナ禍で生活スタイルが変わったため

特に理由はない

その他

※回答者のうち30代以下の割合は56%

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（若年世帯） [住宅]



24

課題

子どもの成長のタイミングで住宅を選択する時に、希望する住宅・住
環境が確保できる環境づくりが必要

の住宅の課題子育て世帯

❷現状・課題の整理 （背景・課題）

３．子どもの成長のタイ
ミングで住宅を選択
する機会が多い子
育て世帯に対し、持
ち家・賃貸ともに流
通通戸数が少なく、
価格も高いことから、
住宅確保が懸念

・世帯主の年齢が40歳未満の世帯は減少し、なかでも「親と子の世帯」は実数、
割合ともに減少しているものの、県平均より割合は高い[➤]

・家計を主に支える者が44歳以下の世帯の持ち家率は、「単身」、「夫婦のみ」、
「子供がいる世帯」の順に持ち家率が高くなる[➤]

・子どもがいる世帯が現在の住宅に移った理由は、「子供の誕生、成長、進学」
が多く、子供の人数や面積が重要な要素となっている[◇]

・子育て世帯の住宅面積は、持ち家は世帯人数に関わらず県平均より大きいが、
借家は３人世帯のみ県平均より狭小な住宅に居住している[➤]

・住宅地の地価公示価格は約10年で1.2倍に上昇し、一か月あたりの平均家賃は、
神奈川県や近隣市より高く、住宅着工数や賃貸募集数も少ない[➤]

・市内で従業する20～44歳のうち、市外常住者は約６割となっており、市内で従
業する全世代の約５割より高い[➤]

背景 （➤：各種統計等、◇：各種アンケート、◎：上位関連計画）
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課題

子育てで必要な住宅と住環境を総合的に整備することに加え、子
育てと仕事の両立に向けた支援が必要

❷現状・課題の整理 （背景・課題）

・子どもがいる世帯が共感する生活観やライフスタイルは、「プライベート重視」、「在宅
勤務」、「職住近接」といったプライベートと仕事のバランスを重視していることが
予測される[◇]

・子育て世帯の5割強が共働きであり、家事や子育ての負担が予測される[➤]

・家族との同居や隣居・近居をきっかけとした転居がそれぞれ約１割いる[◇]

・鎌倉市こども計画では、子育て世帯など住宅確保要配慮者の生活スタイルに
合った住環境確保の支援につながる相談会の実施が示された[◎]

・全国計画では、災害、交通、将来コスト等に配慮し、より良い住まいを選択・確
保・維持管理できるような住生活リテラシーを身に付ける重要性が示された(再
掲)[◎]

４．子育て世帯の半数
が共働きであること
から、子育てと仕事
の両立の負担が懸
念

の住環境の課題子育て世帯

背景 （➤：各種統計等、◇：各種アンケート、◎：上位関連計画）
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課題

子育てで必要な住宅と住環境を総合的に整備することに加え、子
育てと仕事の両立に向けた支援が必要

❷現状・課題の整理 （背景・課題）

・ 子どもがいる世帯は、子育てに必要な住環境として、「安全に通行できる道路
環境」、「公園や遊び場などの充実」、「小学校や中学校の近さ」があげらる[◇]

・一方、不満に感じているのは、「道路・歩道の安全性」、「子供の遊び場・公園」、
「火災・地震・水害等の防災性」となっている[◇]

・全国計画では、災害、交通、将来コスト等に配慮し、より良い住まいを選択・確
保・維持管理できるような住生活リテラシーを身に付ける重要性が示された(再
掲)[◎]

５．子育て世帯は、道
路整備や公園・遊び
の整備を重要視し
ている一方、現状に
対する不満度が高
いため、子育てしや
すい住環境整備が
課題

の住環境の課題子育て世帯

背景 （➤：各種統計等、◇：各種アンケート、◎：上位関連計画）



「親と子の世帯（子育て世帯）」は、県平均より全体に占める割合は高いも
のの、実数、割合ともに減少している

世帯主の年齢が40歳未満の世帯構成別世帯数の推移

資料：国勢調査
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5,206

(36.6%)
4,943

(37.5%)
3,915

(35.5%)
3,264

(31.1%)

5,953

(41.8%)
5,710

(43.3%) 5,252

(47.6%)
5,515

(52.5%)

2,455

(17.2%) 2,005

(15.2%)

1,476(13.4%) 1,344(12.8%)

628(4.4%)

518(3.9%)

393(3.6%)
381(3.6%)

14,242

13,176

11,036
10,504

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

（世帯）

親と子供の世帯 単身世帯 夫婦のみ世帯 その他の世帯

255,626

(28.8%)

499,675

(56.3%)

97,751(11.0%)

34,027(3.8%)

887,079

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

令和2年(神奈川県)

（世帯）

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（子育て世帯） [住宅]



9.0

34.3

72.0

89.3 

62.8 

26.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単身世帯（n=4,310）

夫婦のみの世帯（n=1,720）

子育がいる世帯(n=4,570)

持ち家 借家

家計を主に支える者が44歳以下の世帯の持ち家率は、「単身」、「夫婦の
み」、「子供がいる世帯」の順に持ち家率が高くなる

家計を主に支える者が44歳以下の世帯における持ち家・借家率（世帯の型別）

資料：令和５年住宅・土地統計調査

28

持ち家率が上昇

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（子育て世帯） [住宅]



子どもがいる世帯が現在の住宅に移った理由は、「子供の誕生、成
長、進学」が多く、子供の人数や面積が重要な要素となっている

子育て世帯が現在の住宅に移った理由（複数回答）

資料：令和7年度実施市民意識意向調査
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26.1%

19.8%

13.3%

9.4%

8.8%

8.2%

7.3%

5.3%

3.5%

3.4%

3.2%

2.7%

0.9%

3.6%

1.4%

22.0%
14.2%

36.2%
9.4%

8.7%

9.4%

2.4%

3.1%

2.4%

2.4%

0.8%

2.4%

0.0%

0.8%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

自宅を所有するため

家族等との同居

子供の誕生、成長、進学

世帯からの独立(結婚、離婚、単身赴任などを含む)

住宅の質を向上させるため

家族等との隣居・近居

家の相続

就職や転職、転勤や退職(定年などを含む)

居住費負担の見直し

生まれたときから今の住宅に住んでいる

高齢期の住みやすさ

立ち退き要求、契約期限切れのため

世帯員の減少(子供の独立や死別等)

その他

無回答

総数(n=1118)

子どもがいる世帯(n=127)

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（子育て世帯） [住宅]
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子育て世帯の住宅面積は、持ち家では世帯人数に関わらず県平均より大
きいが、借家では３人世帯は県平均より狭小な住宅に居住している

18歳未満の子どもがいる世帯の持ち家・借家別の居住室の面積

資料：令和５年住宅・土地統計調査
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一方で、住宅地の地価公示価格は約10年で1.2倍になっており、県平均も
大きく上回っている

地価公示価格の推移

資料：地価公示
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持ち家に住む子育て世帯は県平均より広いことから価格も高くなる傾向にある
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一か月あたりの平均家賃は83,183円と、１㎡当たり家賃とともに神奈川県や
近隣市に比べて高い

１か月あたりの家賃の状況（再掲）

資料：令和５年住宅・土地統計調査
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また、住宅着工戸数は長期的に減少し、直近では最も少なく１,０００戸以下
となっており、供給面で選択肢の減少が懸念

住宅着工戸数の推移

資料：建築着工統計
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実際、流通している民間賃貸住宅は件数が少なく、選択肢が限られ、近
隣市に流動せざるを得ない状況にあると考えられる

人口10～40万人程度の近隣市の賃貸募集件数と世帯数に対する募集件数割合

資料：R８年世帯数は神奈川県HPより令和７年国勢調査に基づく推計、賃貸件数は民間不動産ポータルサイトより作成
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民間の不動産ポータルサイトに掲載されている物件（令和８年７月時点、家賃10万円以下）の物件数

703

1,849

2,304

3,287
3,6580.9%

1.7% 1.9% 2.0% 1.8%

-4.5%

-3.0%

-1.5%

0.0%

1.5%

3.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

鎌倉市 茅ヶ崎市 平塚市 横須賀市 藤沢市

（件）

賃貸件数 R８世帯数に対する募集件数割合
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市内で従業する20～44歳のうち、市外常住者は約６割となっており、市内
で従業する全世代の約５割より高くなっている

市内で従業する20～44歳の常住地別人口

資料：令和２年国勢調査
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市内従業者の３割
が２０～４４歳
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子どもがいる世帯が共感する生活観やライフスタイルは、プライベー
トと仕事のバランスを重視していることが予測される

子どもがいる世帯が共感する生活観やライフスタイル

資料：令和7年度実施市民意識意向調査
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18歳未満の子どもがいる世帯の5割強が共働きであり、家事や子育
ての負担が予測される

18歳未満の子どもがいる世帯の労働力状態

資料：令和２年国勢調査
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子どもがいる世帯が現在の住宅に移った理由は、「家族等との同居」、
「家族等との隣居・近居」がそれぞれ約１割

子育て世帯が現在の住宅に移った理由（複数回答）【再掲】

資料：令和7年度実施市民意識意向調査

38

26.1%

19.8%

13.3%

9.4%

8.8%

8.2%

7.3%

5.3%

3.5%

3.4%

3.2%

2.7%

0.9%

3.6%

1.4%

22.0%

14.2%
36.2%

9.4%

8.7%

9.4%
2.4%

3.1%

2.4%

2.4%

0.8%

2.4%

0.0%

0.8%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

自宅を所有するため

家族等との同居

子供の誕生、成長、進学

世帯からの独立(結婚、離婚、単身赴任などを含む)

住宅の質を向上させるため

家族等との隣居・近居

家の相続

就職や転職、転勤や退職(定年などを含む)

居住費負担の見直し

生まれたときから今の住宅に住んでいる
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子どもがいる世帯は、「安全に通行できる道路環境」、「公園や遊び場など
の充実」、「小学校や中学校の近さ」を重視している

子育て時に住宅や住環境に必要なこと（複数選択）

資料：令和7年度実施市民意識意向調査
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一方で、子どもがいる世帯では、「道路・歩道の安全性」、「子供の遊び場・
公園」、「火災・地震・水害等の防災性」に対する不満率が高い

子どもがいる世帯の住環境

資料：令和7年度実施市民意識意向調査
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41

高齢者が住み慣れた住宅で住み続けるための生活支援や、円滑に
住み替えを行うことができるような環境づくりが必要

❷現状・課題の整理 （背景・課題）

課題

６．現住宅での居住継
続意向が強く、安心
して住み続けるため
の支援が求められる
中、住宅のバリアフリ
ー化に不満があり、
高齢者が希望する住
まいが確保しにくい
状況であることが懸
念される

の住宅の課題高齢者世帯

背景 （➤：各種統計等、◇：各種アンケート、◎：上位関連計画）

・65歳以上の単身世帯や夫婦のみ世帯を含め、高齢者世帯は年々増加 [➤]

・７割強の高齢者が鎌倉市での居住継続を希望している状況[◇]

・介護時の住まいとして、現住宅での居住継続意向が最も強い一方、老人ホー
ムや民間賃貸住宅等への住み替え意向も一定程度見られる[◇]

・高齢者世帯では、単身世帯を含め、持ち家率が高い傾向にある[➤]

・「住宅内のバリアフリー化」状況に不満を感じている割合が比較的高い[◇]

・「高齢者のための設備がある」住宅の割合は県全体より高い[➤]

・行政の情報発信について、７割が充実を実感していない（暮らしやすさ調査R5）[◇]

・全国計画でも「国民それぞれの状況に適した情報の入手、情報提供・相談体制
の整備」を掲げており、情報発信の一層の充実が必要

・第９期鎌倉市高齢者保健福祉計画では、「ライフステージに応じた住生活の実
現及び高齢者等の居住の安定確保」を図ることが示された[◎]



42

住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、地域活動を活か
した、見守りや生活支援、孤立防止につながる住環境づくりが必要

❷現状・課題の整理 （背景・課題）

課題

７．日常生活や在宅生
活の継続を支える環
境が十分に確保され
ない場合、高齢者が
住み慣れた地域で安
心して暮らし続けるこ
とが難しくなり、孤立リ
スクの高まりにつなが
ることが懸念される

の住環境の課題高齢者世帯

背景 （➤：各種統計等、◇：各種アンケート、◎：上位関連計画）

・65歳以上の単身世帯や夫婦のみ世帯を含め、高齢者世帯は年々増加し続け
ており、孤立リスクが高まることが懸念される（再掲） [➤]

・ ７割強の高齢者が鎌倉市での居住継続を希望している状況（再掲）[◇]

・単身高齢者等が増加している一方で、高齢者は地域と強い関わりを持っており、
見守りや孤立防止の仕組みづくりにつなげることが期待される[◇]



65歳以上の単身世帯や夫婦のみ世帯を含め、高齢者世帯は年々増
加し続けている

世帯主の年代別、世帯構成の推移

資料：国勢調査
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4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

24,000

28,000

32,000

36,000

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

（世帯）

単身世帯 夫婦のみ世帯
親と子供の世帯 その他の世帯
市内全世帯に占める高齢者世帯の割合 県内全世帯に占める高齢者世帯の割合

単身高齢者世帯の数も増えている中、高齢者の孤立のリスクの高まりも懸念されており、対策が必要

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（高齢者世帯） [住宅・住環境]



そのうち、７割の高齢者が鎌倉市での居住継続を希望している状況

今後の鎌倉市での居住意向（年齢別）

資料：令和7年度実施市民意識意向調査
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71.0

73.5

6.5

5.6

21.3

19.0

1.2

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数（n=1118）

65歳以上（n=480）

住み続けたい 転居したい 特に考えていない 無回答

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（高齢者世帯） [住宅・住環境]
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22.1

11.1

3.0

2.3

2.1

1.7

17.4

1.3

27.8

28.9

13.3

2.2

3.3

4.4

1.1

13.3

0.0

43.3

20.5

12.1

1.3

1.0

2.1

1.8

15.7

0.8

39.2

21.6

9.3

3.9

2.7

1.2

1.8

17.7

1.8

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

今住んでいる住宅に継続して住む

老人ホーム等の施設に入所する

高齢者向けの施設や賃貸住宅に住み替える

親族等と隣居・近居する

親族等と同居する

市営住宅等の公的な賃貸住宅に住み替える

適度な広さの賃貸住宅に住み替える

わからない

その他

総数(n=1118) 高齢単身世帯(n=90) 高齢者のいる２人世帯(n=381) 高齢者のいる世帯(n=334)

また、介護が必要となった際の住まいとして、現住宅での居住継続意
向が最も強い一方、高齢単身世帯など、老人ホームや民間賃貸住宅
等への住み替え意向も一定程度見られる

65歳以上がいる世帯別の介護時に必要な住宅

資料：令和7年度実施市民意識意向調査
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❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（高齢者世帯） [住宅]



71.8

88.0

94.0

93.5

79.2

23.5

11.7

5.9

6.1

20.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市内全世帯数（n=75980）

高齢者世帯 総数（n=33540）

夫婦のみの世帯（n=10790）

夫婦と子供から成る世帯（n=4440）

単身世帯（n=11340）

持ち家 借家

高齢者世帯の居住状況をみると、単身世帯を含め、持ち家率が高い
傾向にあり、…

家計を主に支える者が65歳以上の世帯における持ち家・借家率（世帯の型別）
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資料：令和５年住宅・土地統計調査

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（高齢者世帯） [住宅]



不満

10.8%

9.4%

7.9%

1.9%

1.5%

1.0%

やや不満

28.3%

23.1%

20.2%

13.1%

8.8%

9.0%

やや満足

32.7%

35.8%

38.8%

39.4%

30.4%

40.0%

満足

22.3%

26.7%

27.9%

40.8%

55.2%

45.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住宅内のバリアフリー化

地震に対する安全性

断熱性

住宅の使い勝手

住宅の広さ

換気の良さ

n=480

住宅に対しては概ね満足度が高いものの、「住宅内のバリアフリー
化」の状況に不満を感じている割合が比較的高い一方で、・・・

65歳以上の住宅に対する不満足度

資料：令和7年度実施市民意識意向調査
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❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（高齢者世帯） [住宅]



61.1 

49.7 

27.7 

26.2 

20.5 

14.8 

56.1 

41.7 

22.2 

24.0 

17.9 

15.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

高齢者等のための設備がある

手すりがある

またぎやすい高さの浴槽

段差のない屋内

廊下などが車いすで通行可能な幅

道路から玄関まで通行可能

鎌倉市 神奈川県

実際には、「高齢者のための設備がある」住宅の割合は県全体より高
く、ある程度はバリアフリー化が進んでいる状況

高齢者のための設備の整備状況別住宅数の割合

48

資料：令和５年住宅・土地統計調査

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（高齢者世帯） [住宅]



行政の情報発信が充実しているかについて

資料：鎌倉市の暮らしやすさと満足度に関する基礎調査（単純集計）R5年4月
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4.2% 29.7% 43.8% 17.7% 4.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非常にあてはまる ある程度あてはまる どちらともいえない

あまりあてはまらない 全くあてはまらない

７割

また、住み替えを希望する高齢者に対しては、住宅に関する情報が行き
渡ることが重要である一方、行政の情報発信の充実度については、７割弱
が十分だと感じていない状況である

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（高齢者世帯） [住宅]



住生活基本計画（全国計画）概要版の抜粋

全国計画でも「国民それぞれの状況に適した情報の入手、情報提供・
相談体制の整備」を掲げており、情報発信の一層の充実が必要

画像出典：鎌倉市の暮らしやすさと満足度に関する基礎調査（単純集計）R5年4月
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❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（高齢者世帯） [住宅]



加えて、単身高齢者等が増加している一方で、高齢者は地域と強い
関わりを持っており、見守りや孤立防止の仕組みづくりにつなげること
が期待される

地域との関わり（年齢別）

資料：令和7年度実施市民意識意向調査
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80.4%

50.8%

20.0%

13.3%

12.3%

6.0%

4.8%

4.6%

1.0%

2.9%

78.7%

71.5%

47.0%

19.1%

11.4%

9.2%

4.1%

8.1%

6.4%

1.0%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

会ったら挨拶をする関わりがある

自治町内会に加入している

友人や知人等の交流がある

地域のイベント等に参加している

地域のコミュニティ（こども会・老人会等）と関わりが…

地域のボランティア活動に参加している

地域の見守り活動に参加している

仕事上での関わりがある

全く関わりがない

その他

無回答

65歳以上（n=480）

総数（n=1118）

見守りや孤
立防止の仕
組みづくりに
つなげること
が期待される

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（高齢者世帯） [住環境]
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課題

❷現状・課題の整理 （背景・課題）

の 住宅①住宅ストック数の課題その他

背景 （➤：各種統計等、◇：各種アンケート、◎：上位関連計画）

・住宅ストック数は増加傾向にあり、世帯総数に対して約1万戸上回る状態[➤]

・世帯数は令和12（2030）年から減少に転じ、令和37（2055）年では６万世帯を切
ることから、空き家の増加が懸念[➤]

・空家等の発生要因としては、単身高齢者の増加と相続後に適切な対応がなさ
れていないことが影響[➤]

・空き家予備軍とされる65歳以上の持ち家世帯では、「夫婦のみ世帯」と「単身世
帯」で約６割を占め、今後も空き家の増加が見込まれる[➤]

・中古住宅の取得率は、近隣市町では上昇傾向にある一方、鎌倉市は横ばいで
あり、既存住宅の流通が進んでいないことが予測[➤]

・新築の取得率は中古取得率よりやや高く、県平均よりも高いことから鎌倉では
新築需要の方が依然高い[➤]

８．住宅ストックの充足
に加え、持ち家に住
む高齢単身者が多い
ことから、空き家予備
軍の増加が予測され、
空き家化の抑制が必
要

住宅ストックの状況としては、既に充足しており、持ち家に住む高齢
単身者増加も踏まえ、空き家予備軍の増加が予測される
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課題

住宅性能としては、バリアフリー化や断熱性の満足度は低いものの
、県平均に比べて高い水準にあり、必要に応じた性能向上が必要

❷現状・課題の整理 （背景・課題）

の 住宅②住宅性能の課題その他

背景 （➤：各種統計等、◇：各種アンケート、◎：上位関連計画）

９．住宅性能はバリアフ
リー化や断熱性の不
満率は高い一方、県
平均に比べて高い水
準にあることから、必
要に応じた性能向上
の促進が必要

・住宅の不満率は、バリアフリー化、地震に対する安全性、断熱性の順で高く、住
宅ストックの性能向上や耐震化に向けた対応が必要[◇]

・実際には、高齢者の居住する住宅の一定のバリアフリー化率は半数を占め、一
定・高度のバリアフリー化ともに県平均に比べて高い[➤]

・各設備は県平均に比べて高いものの、一部下回る設備もあることから、必要に
応じて性能向上に向けて検討する必要がある[➤]

・断熱性能に関わる「二重以上のサッシ又は複層ガラス」の設置率は、持家・借
家ともに県平均に比べて高く、住宅性能は高い水準にある[➤]
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課題

住宅の安全性としては、耐震化率は向上しているものの、安全性を踏ま
え、耐震診断・改修の実施を促進する必要がある

❷現状・課題の整理 （背景・課題）

の 住宅③住宅性能＋耐震の課題その他

背景 （➤：各種統計等、◇：各種アンケート、◎：上位関連計画）

１０.地震に対する安全
性において、耐震化
率は上昇傾向にある
一方、まだ耐震化が
進んでいない住宅は
一定数あることから、
安全性を考慮した、
診断・改修の実施を
促進する必要がある

・住宅の不満率は、バリアフリー化、地震に対する安全性、断熱性の順で高く、住
宅ストックの性能向上や耐震化に向けた対応が必要（再掲）[◇]

・地震に対する安全性に関わる住宅の耐震化率は約９1％と年々上昇しているが、
一戸建では県平均と比べて低い[➤]

・耐震診断を実施していない旧耐震基準の住宅は９割を占め、耐震性が確保さ
れていない住宅は６割弱であることから、良質な住宅ストックの形成に向けた住
宅の適切な維持管理が必要[➤]
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課題

良質な住宅ストックの形成には、老朽化等に対応する住宅の維持・管理・
活用に向けた所有者の意識向上が必要

❷現状・課題の整理 （背景・課題）

１１．良質な住宅ストッ
クの形成には、活用
に至っていない住宅
や今後の老朽化の
抑制が必要である
ため、住宅の維持・
管理・活用に対する
一戸建やマンション
といった建て方に合
った所有者の意識
向上が必要

・所有する住宅を「使用、賃貸、売却、活用したい」という所有者の意見が半数を
占め、活用が進むと市場循環が進む可能性がある（R7所得者アンケート）[◇]

・売却や活用に至っていない要因は税制面や収支の見通し等金銭的な理由が
多い（R7所得者アンケート）[◇] [◇]

・高経年と呼ばれる築40年以上のマンションが約２割強あるものの、あと10年程
度で約４割となり、管理不全マンション発生に対する抑制が必要（マンション調
査）（R7）[◇]

・マンションの管理で抱えている課題としては、管理組合役員のなり手不足であ
ることがあげられる（R5マンション調査）[◇]

・全国計画では、「多世代にわたり活用される住宅ストックの形成」が目標として掲げられ、
更新・改修による住宅ストックの質的向上が方向性として示された[◎]

背景 （➤：各種統計等、◇：各種アンケート、◎：上位関連計画）

の住宅④維持・管理の課題その他
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課題

～～～が必要

❷現状・課題の整理 （背景・課題）

の 住環境①地域コミュニティ の課題その他

背景 （➤：各種統計等、◇：各種アンケート、◎：上位関連計画）

防災や防犯等の観点からコミュニティ形成は重要であるため、地域
への関心を高めるとともに、地域との関わりを始めるきっかけづくりが必要

・災害対策では、自助による対策は高いが共助による対策が低く、共助対策では若年層が
大幅に低いことから、若年層にも共助意識の向上が大事[◇]

・住民の地域活動に関わる自治会・町内会の加入率は、減少傾向にあるものの
７割強を占め、近隣市と比べても高い[◇]

・39歳以下の自治会・町内会の加入率が最も低く、加えて「全く関りがない」が突
出して高いため、若年層ほど地域への関りが希薄[◇]

・39歳以下の住環境の満足度をみると、まち並みや景観、緑などの自然の豊か
さへの満足度が高いことから、転入時に期待された魅力が居住後も高い満足に
つながっている[◇]

・全年代の傾向として、市民活動や地域活動について「機会があったら参加して
みたい」が多いことから、この一定の参加意向を伸ばす取組が必要[◇]

１２．地域防災に対する
意識の低さが若年層
にみられ、防災や防
犯等の観点からも住
民のコミュニティ形成
は重要となることから、
地域への関心を高め
るとともに、地域との
関わりを始めるきっ
かけづくりが必要
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課題

セーフティネット住宅としての借家需要は限定的であるため、居住支援
協議会や関係団体等との連携強化による居住継続の取組が必要

❷現状・課題の整理 （背景・課題）

の 住環境②セーフティネット の課題その他

背景 （➤：各種統計等、◇：各種アンケート、◎：上位関連計画）

１３．公的賃貸住宅の
供給が近隣市と比べ
て少ない一方、県平
均と比べて借家需要
は限定的な状況であ
るが、これらの住宅
が必要な世帯に行き
渡ることは重要であ
ることから、居住支援
協議会を中心とした
関係団体との一層の
連携強化が重要

・支援が必要な住宅セーフティネットの対象は、低所得世帯、高齢世帯、障害者世帯、外国
人世帯、子育て世帯であり、支援が必要な世帯への住宅が様々供給されている[➤]

・本市の市営住宅は、11団地（642戸）のうち６団地（496戸）の集約化の計画があ
り、現在約350戸の集約化（建設）を進めている[➤]

・本市の専用住宅の借家総数における公的賃貸住宅の割合は、県平均や近隣
市と比べて低い[➤]

・借家に住む65歳以上の世帯、子育て世帯世帯、低所得者は県平均と比べて低
いことから、借家の需要は限定的[➤]

・鎌倉市居住支援協議会では、関係者が情報共有するガイドブックの作成や定
期的な情報交換等の対策を行っている[◎]

・高齢者等の住まい探しに協力的な市内の不動産店（７店）や居住支援法人（24団体）がお
り、これら事業者等との連携も重要[◎]

・行政の情報発信については７割が充実を実感していない（暮らしやすさ調査R5）[◇]

・全国計画では「国民それぞれの状況に適した情報の入手、情報提供・相談体制
の整備」を掲げている[◎]



住宅ストック数（居住世帯有＋無）

住宅ストック数は増加傾向にあり、世帯総数に対して約1万戸上回る
状態にあり・・・

58
資料：住宅・土地統計調査

居住世帯有：ふだん人が居住している住宅（世帯総数に比例）
居住世帯無：ふだん人が居住しておらず、空き家となっている住宅（賃貸用、売却用及び二次的住宅・別荘用の空き家含む）
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世帯総数（居住世帯有） 居住世帯無

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住宅①］ストック数



将来人口・世帯の推移（社人研準拠推計結果）

さらに、世帯数は令和12（2030）年から減少に転じ、令和37（2055）年
では７万世帯を切ることから、空き家の増加が懸念される

資料：鎌倉市総合計画（鎌倉ビジョン2034、鎌倉ミライ共創プラン2030）資料編より
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❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住宅①］ストック数



■空き家化の原因（n=159）

空き家化の原因と取得の経緯

空家等の発生要因としては、単身高齢者の増加と相続後に適切な
対応がなされていないことが影響していると考えられる

60

■空家等の取得経緯（n=159）

19.5%

2.5%

22.0%

3.1%

35.8%

11.3%

5.7%

元の居住者が新居（持ち家、賃貸等問わず）に転居した

元の居住者が親族の家に居住を始めた

元の居住者が施設に入所した

元の居住者が入院した

元の居住者が死亡した

その他

57.9%

1.3%

10.1%

6.3%
13.8%

10.7%

相続 贈与

中古住宅として購入 新築住宅の購入、又は建替え

その他 無回答

元の居住者の死亡により空家等が発生し、その相続により空家等である状態が継続している

資料：令和７年空き家所有者実態調査

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住宅①］ストック数



30.4 34.4 14.1 8.0 4.4

0.1

8.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単身世帯 夫婦のみの世帯

夫婦と子供から成る世帯 男親又は女親と子供から成る世帯

核家族以外の世帯 非親族を含む世帯

その他

世帯主の年齢が65歳以上の持ち家世帯の割合

また、空き家予備軍とされる65歳以上の持ち家世帯では、「夫婦のみ世
帯」と「単身世帯」で約６割を占め、今後も空き家の増加が見込まれる

資料：令和５年住宅・土地統計調査
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❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住宅①］ストック数



持ち家総数における中古住宅の取得率

また、中古住宅の取得率は、近隣市町では上昇傾向にある一方、鎌
倉市は横ばいであり、既存住宅の流通が進んでいないことが予測される

資料：住宅・土地統計調査より
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H30 R5

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住宅①］ストック数



満足

50.7

39.0

45.6

30.7

28.6

20.8

やや満足

32.2

41.0

39.5

37.8

38.9

34.3

やや不満

14.1

16.8

11.8

21.9

22.8

31.2

不満

2.9

3.2

3.1

9.5

9.6

13.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住宅の広さ

住宅の使い勝手

換気の良さ

断熱性

地震に対する安全性

住宅内のバリアフリー化

住宅の不満率は、バリアフリー化、地震に対する安全性、断熱性の順
で高く、住宅ストックの性能向上や耐震化に向けた対応が必要

63
資料：R7市民意識意向調査

一方で、「バリアフリー化」の不満率は、10年間で約14ポイント減少
※H27年調査では約59％

住宅の不満率（やや不満＋不満）

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住宅②］住宅性能



高齢者の居住する住宅のバリアフリー化率

実際には、高齢者の居住する住宅の一定のバリアフリー化率は半数
を占め、一定・高度のバリアフリー化ともに県平均に比べて高い

資料：令和５年住宅・土地統計調査
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48.9

12.8

44.4

10.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

一定のバリアフリー化率

高度のバリアフリー化率

鎌倉市 神奈川県

一定のバリアフリー化：高齢者等のための設備等のうち、「２箇所以上の手すりの設置」「段差のない屋内」のいずれかが該当
高度のバリアフリー化：高齢者等のための設備等のうち、「２箇所以上の手すりの設置」「段差のない屋内」「廊下などが車いすで

通行可能な幅」のいずれにも該当

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住宅②］住宅性能



一方で、設備毎にみると県平均に比べ充実しているが、一部下回る
設備もあり、性能向上について必要に応じて検討する必要がある

65

資料：令和５年住宅・土地統計調査

61.1 

49.7 

27.7 

26.2 

20.5 

14.8 

56.1 

41.7 

22.2 

24.0 

17.9 

15.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

高齢者等のための設備がある

手すりがある

またぎやすい高さの浴槽

段差のない屋内

廊下などが車いすで通行可能な幅

道路から玄関まで通行可能

鎌倉市 神奈川県

高齢者のための設備の整備状況別住宅数の割合（再掲）

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住宅②］住宅性能



省エネルギー設備の設置割合（持家）

また、断熱性能に関わる「二重以上のサッシ又は複層ガラス」の設置率は、
持家・借家ともに県平均に比べて高く、住宅性能は高い水準にある

資料：令和5年住宅・土地統計調査
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省エネルギー設備の設置割合（借家）
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❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住宅②］住宅性能



住宅の耐震化の状況

地震に対する安全性に関わる住宅の耐震化率は約９1％と年々上
昇しているが、一戸建では県平均と比べて低く、・・・

資料：鎌倉市耐震改修促進計画（令和５年３月改定）
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総戸数 新耐震 旧耐震
耐震化率
（R3年度）

耐震化率（県）
（R2年度）耐震性あり 耐震性なし

住宅全体 約6.5万 約5.4万 約1.1万 約0.5万 約0.6万 約91% 約93％

一戸建て 約3.7万 約3.0万 約0.7万 約0.1万 約0.6万 約84% 約89％
共同住宅等 約2.8万 約2.3万 約0.5万 約0.4万 約0.1万 約96% 約98％
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[耐震化率]

旧耐震 耐震性なし

旧耐震 耐震性あり

新耐震 耐震性あり

耐震化率は県平均に比べて
約５ポイント低い

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住宅③］住宅性能＋耐震性



38.3％

（490戸）

62.5％

（800戸）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

耐震性が確保さ

れていなかった

耐震性が確保さ

れていた

さらに、耐震診断を実施していない旧耐震基準の住宅は９割を占め、
耐震性が確保されていない住宅は６割弱であることから、良質な住宅
ストックの形成に向けた住宅の適切な維持管理が必要

資料：令和5年住宅・土地統計調査
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89.5%

10.4%
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20%

40%

60%

80%

100%

耐震診断をした 耐震診断をしていない

1980年以前に建てられた住宅のうち、
耐震診断を実施している住宅の割合

住宅・土地統計調査では、建設年「1980年以前」の区分での数値となる

耐震診断を実施した住宅のうち、
耐震性確保の有無

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住宅③］住宅性能＋耐震性



建物の今後について

所有する住宅を「使用、賃貸、売却、活用したい」という所有者の意
見が半数を占め、活用が進むと市場循環が進む可能性があることか
ら、活用・売却を阻害する要因の解消が必要

69
資料：R7空き家所有者アンケート

27.4

52.8

26.5

22.6

31.9

18.9

14.2

5.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年度調査（n=113）

令和７年度調査（n=159）

使用、賃貸・売却、活用したい

条件次第で使用、賃貸・売却、活用を考えたい

今後も使用、賃貸・売却、活用するつもりはない又はできない

無回答

＋２５ポイント

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住宅④］維持・管理



どのような条件が整えば、当該建物を使用、賃貸・売却、活用するか

売却や活用に至っていない要因は税制面や収支の見通し等金銭的
な理由が多い

70
資料：令和7年空き家所有者実態調査
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31.1%
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14.8%
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収支の見通しが立てば使用・活用する

税の優遇等が受けられるなら売却したい

借り手が見つかれば使用・活用する

建物の修繕費用の目途が立てば

使用・活用する

建築基準法等の規制が緩和されれば

改修し、使用・活用する

貸し出す期間を限定（定期借家）し、期間終了後は

自分で使用・活用したい

行政に貸し出したい

その他

令和７年度調査（件数=36）

平成27年度調査（件数=61）

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住宅④］維持・管理



築年数別のマンション棟数割合（令和7年マンション実態調査）

戸建ての他、共同住宅では、高経年と呼ばれる築40年以上のマン
ションが約２割強あるものの、あと10年程度で約４割となるため、管理
不全マンション発生に対する抑制が必要

71

6%

11%

38%

14%

40年超

26%

5%

10年未満

10～19年

20～29年

30～39年

40年超

築年数不明

n=168

資料：令和7年マンション実態調集計結果

10年後には
40年超が40％

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住宅④］維持・管理



マンションの管理について抱えている課題について

また、マンションの管理で抱えている課題としては、管理組合役員
のなり手不足があげられ、管理に対する居住者や所有者への意識
向上が必要

72
資料：令和7年マンション実態調集計結果

※R５年度実態調査結果のみ
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高齢化のため役員のなり手が不足している

居住者が管理組合運営に無関心である

集会室など日常的に集まることのできる場所がない

修繕積立金不足から計画した通りの修繕ができない

専門的知識の不足や作業負担の重さから、適切な運営ができていない

管理組合の運営が管理会社任せである

役員の引継ぎが適切にできていない

空き住戸や賃貸に出される住戸が増えている

その他

特にない

未回答
n=143

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住宅④］維持・管理



72.1%

56.0%

39.7%

29.6%

27.6%

15.5%

15.3%

0.5%

0.5%

63.2%

53.5%

38.2%

26.4%

20.1%

16.0%

7.6%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

防災用品（食料・飲料水・常備薬）の備蓄

ハザードマップ・避難先の確認

家具等の転倒防止対策

災害時の連絡手段の確認

地域内の災害対応の確認

対策は特に行っていない

地域の防災訓練への参加

その他

無回答

総数(n=1118) 39歳以下(n=144)

災害対策では、自助による対策は高いが共助による対策が低く、共助対策で
は若年層が大幅に低いことから、若年層にも共助意識の向上が大事

資料：令和7年度実施市民意識意向調査

73

日常的な災害対策について

自助に関わる対策

共助に関わる対策

３９歳以下を総数と比べると、「災害対応の確認」 「防災訓練の参加」が７ポイント低く、
「対策は行っていない」ではやや高い

（若年層）

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住環境①］地域コミュニティ



住民の地域活動に関わる自治会・町内会の加入率は、減少傾向に
あるものの７割強を占め、近隣市と比べても高いが、・・・

資料：note「ナルホド事始メ｜鎌倉市公式」より
※記事「地域がまちを支えている～自治会町内会のアレコレをご紹介！①加入率が減っているのはなぜ？」 74

自治会・町内会加入率

78
加入率

合計 76,979世帯
令和５年４月１日時点の加入率。近隣市の中では高い水準。
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近隣市を含めた加入率の推移

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住環境①］地域コミュニティ



39歳以下が最も低く、加えて「全く関りがない」が突出して高いため、
若年層ほど地域への関りが希薄となっている

資料：令和7年度実施市民意識意向調査

75

年齢別の地域との関わりかた
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❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住環境①］地域コミュニティ



一方で、39歳以下の住環境の満足度をみると、まち並みや景観、
緑などの自然の豊かさへの満足度が高いことから、転入時に期待
された魅力が居住後も高い満足につながっている

資料：令和7年度実施市民意識意向調査
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39歳以下の住環境に対する満足度（再掲）
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6.9%

9.0%

4.9%

9.0%

5.6%

16.0%

20.1%

22.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

緑など自然の豊かさ

まち並みや景観

治安の良さ

行政サービスでのコンビニの利用しやすさ

電車やバス等の利用しやすさ

買物（スーパー）などの利便性

病院や福祉施設の利用しやすさ

通勤・通学などの利便性

市民活動のしやすさ（集まれる場所等）

火災・地震・水害等の防災性

訪問医療や訪問介護の利用しやすさ

近所に訪れる観光客のマナー

子供の遊び場・公園

道路・歩道の安全性

n=144

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住環境①］地域コミュニティ



市民活動・地域活動の参加状況

また、全年代の傾向として、市民活動や地域活動について「機会が
あったら参加してみたい」が多いことから、この一定の参加意向を伸
ばす取組が必要

資料：鎌倉市総合計画による鎌倉市民意識調査（令和７年度）
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定期的に参加している

時々参加している
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参加したくない

無回答

n=875

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住環境①］地域コミュニティ



鎌倉市の住宅セーフティネットの関係

支援が必要な住宅セーフティネットの対象は、低所得世帯、高齢世
帯、障害者世帯、外国人世帯、子育て世帯である
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世帯 低所得者世帯 高齢者世帯 障害者世帯 外国人世帯 子育て世帯

住宅

施設

公営住宅（県営住宅・市営住宅 ）

居住サポート住宅

サービス付き高齢者向け住宅

養護老人ﾎｰﾑ ［－］

介護老人保健施設

介護付有料老人ホーム

認知症高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

住宅型有料老人ホーム

軽費老人ホーム(ケアハウス) 

セーフティネット登録住宅（民間賃貸住宅による補完）

かながわあんしん賃貸住宅（神奈川県）

特別養護老人ホーム

障害者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

母子生活支援
施設

低

支
援
の
必
要
性

高

←居住サポート住宅は令和７年10月から
事業開始のため現時点の住宅数はなし

※上記対象世帯は住宅セーフティネット法で定められている住宅確保要配慮者のこと

←養護老人ホームは市内になし

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住環境②］セーフティネット



市営住宅集約化分布

本市の市営住宅は、11団地（642戸）のうち６団地（496戸）の集約化の
計画があり、現在約350戸の集約化（建設）を進めている

資料：令和7年度実施市民意識意向調査
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❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住環境②］セーフティネット



借家総数に対する公的賃貸住宅戸数割合

本市の専用住宅の借家総数における公的賃貸住宅の割合は、県平
均や近隣市と比べて低い
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資料：令和５年住宅・土地統計調査

公的賃貸住宅：「公営の借家」と「都市再生機構（UR）・公社の借家」を合わせた住宅として定義
専用住宅：居住の目的だけに建てられた住宅で、店舗、作業場、事務所など業務に使用するために設備された部分がない住宅
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❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住環境②］セーフティネット



世帯主の年齢65歳以上の世帯類型・所有関係別住宅割合

一方で、借家に住む65歳以上の世帯は県平均と比べて低いことから、
高齢者世帯に対する借家の需要は限定的であると考えられる

資料令和5年住宅・土地統計調査
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持ち家 借家

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住環境②］セーフティネット



世帯主の年齢44歳以下の世帯類型・所有関係別住宅割合

また、借家に住む子どもがいる世帯も県平均に比べて低いことから、
子育て世帯に対する借家の需要も限定的であると考えられる

資料令和5年住宅・土地統計調査
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川
県
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市
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39.0
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32.4 

60.7 
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夫婦と子供から成る世帯※（n=307000）
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持ち家 借家
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夫婦と子供から成る世帯※（n=4030）
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【参考】市内全世帯総数（n=75980）
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※夫婦と子供から成る世帯は、夫婦のいずれかが家計を主に支える者の世帯

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住環境②］セーフティネット



世帯の年間収入が300万円未満の所有関係別住宅割合

また、借家に住む世帯年収が300万円未満の世帯も県平均に比べて低い
ことから、低所得者に対する借家の需要も限定的であると考えられる

資料令和5年住宅・土地統計調査
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❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住環境②］セーフティネット



このような状況に対して、鎌倉市居住支援協議会では、関係者が情報
共有するガイドブックの作成や定期的な情報交換等の対策を行っている

画像出典：鎌倉市居住支援協議会公式サイトより
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鎌倉市居住支援協議会会員の取組概要
区分 会員 取組概要

居住支援
団体

一般社団法人 インクルージョンネットかながわ ・鎌倉市生活困窮者自立相談支援事業

公益社団法人 かながわ住まいまちづくり協会 ・住情報の発信（賃貸住宅に住む・探す、リフォーム、新
築、マンションの維持・管理 等）

鎌倉市基幹相談支援センター ・障害のある方が地域で暮らすための基盤づくり

社会福祉法人 鎌倉市社会福祉協議会 ・市内の高齢者、子育て世帯、障がい者に関わる、地域
福祉推進のための活動団体

鎌倉市地域包括支援センター ・地域の保健・医療・福祉など総合的に支援

一般財団法人 高齢者住宅財団 ・高齢者等に係る住宅・生活関連サービス・まちづくり等
に関する取組みを実施

特定非営利活動法人 かながわ外国人すまいサポート
センター

・外国人や生活困窮者の居住支援

株式会社 純粋 ・不動産の仲介・新築・リノベーション・相続の相談。

宅地建物
取引業者

公益社団法人 神奈川県宅地建物取引業協
会鎌倉支部

・直接近くの不動産店を利用、賃貸住宅の情報サイトを活
用して探すことができる
・市民向けの不動産相談等も開催公益社団法人 全日本不動産協会神奈川県本部湘南

支部

専門団体
神奈川県行政書士会鎌倉支部

神奈川県司法書士会

行政
鎌倉市（地域共生課、生活福祉課、こども家庭センター、
高齢者いきいき課、障害福祉課、都市整備総務課）

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住環境②］セーフティネット



高齢者等の住まい探しに協力的な市内の不動産店（神奈川県居住支援協議会）

さらに、高齢者等の住まい探しに協力的な市内の不動産店（７店）や
居住支援法人（24団体）がおり、これら事業者等との連携も重要となる

画像出典：借りたくても借りられない人のお部屋探しサポートブック
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鎌倉市を拠点としている法人は１法人
（一般社団法人インクルージョンネットかながわ）

鎌倉を業務区域とする居住支援法人（一部抜粋）

❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住環境②］セーフティネット



行政の情報発信が充実しているかについて（再掲）

このような情報が、必要な世帯に行き渡ることが重要である一方、行政の
情報発信の充実度については、７割が十分に実感されていない可能性がある

画像出典：鎌倉市の暮らしやすさと満足度に関する基礎調査（単純集計）R5年4月
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❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住環境②］セーフティネット



住生活基本計画（全国計画）概要版の抜粋（再掲）

また、全国計画でも「国民それぞれの状況に適した情報の入手、情報
提供・相談体制の整備」を掲げており、情報発信の一層の充実が必要

画像出典：鎌倉市の暮らしやすさと満足度に関する基礎調査（単純集計）R5年4月
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❷現状・課題の整理 ＞ 背景・ファクト（その他） ［住環境②］セーフティネット



88

❸目標の検討



89

世帯の型別の課題に対応する、住宅政策の目標を設定する

高齢者
世帯

若年
世帯

子育て
世帯

❸目標の検討

目標１：
若年世帯のニーズに対応した住
宅・住環境づくり

目標２：
子育てしやすい住宅・住環境づくり

目標３：
高齢者の希望する暮らしを支え
る住宅・住環境づくり

１．借家居住が多い若年世帯の希望する条件に対応した、住宅ストックが十分
に確保されておらず、ライフステージやライフスタイルの変化に応じて市外
への転出が懸念される【住】

２．若年世帯が魅力を感じる地域資源と生活利便性や居住快適性との両立が
十分に図られないことにより、若年世帯の定住意向の低下につながること
が懸念される【環】

６．現住宅での居住継続意向が強く、安心して住み続けるための支援が求め
られる中、住宅のバリアフリー化に不満があり、高齢者が希望する住まい
が確保しにくい状況であることが懸念される【住】

７．日常生活や在宅生活の継続を支える環境が十分に確保されない場合、高
齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることが難しくなり、孤立リス
クの高まりにつながることが懸念される【環】

３．子どもの成長のタイミングで住宅を選択する機会が多い子育て世帯に対し、
持ち家・賃貸ともに流通通戸数が少なく、価格も高いことから、住宅確保が
懸念される【住】

４．子育て世帯の半数が共働きであることから、子育てと仕事の両立の負担が
懸念される【環】

５．子育て世帯は、道路や公園・遊びの整備を重要視している一方、現状に対
する不満度が高いため、子育てしやすい住環境整備が課題【環】

住宅政策の目標課題

ヒト②

ヒト②④

ヒト①③

全国計画

全国計画

全国計画

全国計画 丸番号は、住生活基本計画（全国計画）の目標番号を指す。次頁の参考資料を参照



目標４：
住宅の誕生から終末まで切れ目
ない良質な住宅ストックの循環

90

世帯共通や地域に関わる課題に対応する、住宅政策の目標を設定する

世帯
共通
／
地域

❸目標の検討

目標５：
人と人とのつながりが育む住環
境づくり

住宅政策の目標課題

８．住宅ストックの充足に加え、持ち家に住む高齢単身者が多いことから、空き
家予備軍の増加が予測され、空き家化の抑制が必要【住】

９．住宅性能はバリアフリー化や断熱性の不満率は高い一方、県平均に比べて
高い水準にあることから、必要に応じた性能向上の促進が必要【住】

１０．地震に対する安全性において、耐震化率は上昇傾向にある一方、まだ耐
震化が進んでいない住宅は一定数あることから、安全性を考慮した、診断・
改修の実施を促進する必要がある【住】

１１．良質な住宅ストックの形成には、活用に至っていない住宅や今後の老朽化の抑制が
必要であるため、住宅の維持・管理・活用に対する一戸建やマンションといった建て方に
合った所有者の意識向上が必要【住】

１２．地域防災に対する意識の低さが若年層にみられ、防災や防犯等の観点か
らも住民のコミュニティ形成は重要となることから、地域への関心を高めると
ともに、地域との関わりを始めるきっかけづくりが必要【環】

１３．公的賃貸住宅の供給が近隣市と比べて少ない一方、県平均と比べて借家
需要は限定的な状況であるが、これらの住宅が必要な世帯に行き渡ること
は重要であることから、居住支援協議会を中心とした関係団体との一層の
連携強化が重要【環】

モノ ⑤⑥⑦⑧⑨全国計画

ヒト③、モノ⑧⑨
プレイヤー ⑩⑪

全国計画

全国計画 丸番号は、住生活基本計画（全国計画）の目標番号を指す。次頁の参考資料を参照



〔参考〕住生活基本計画（全国計画）リーフレットより抜粋

資料：住生活基本計画（全国計画）リーフレット
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❸目標の検討
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❹施策の検討



93

目標１：若年世帯のニーズに対応した住宅・
住環境づくり

目標２：子育てしやすい住宅・住環境づくり

住宅政策の目標

目標３：高齢者の希望する暮らしを支える住
宅・住環境づくり

①就業支援と併せた移住・定住の促進
②鎌倉での住まいの確保に向けた住生活リテラシーの向上

目標４：住宅の誕生から終末まで切れ目な
い良質な住宅ストックの循環

施策

①子育て世帯に向けた住宅の供給
②支援が必要な子育て世帯への住生活の確保
③切れ目のない子育て環境の形成に向けた福祉支援との連携

①高齢者世帯向けの住宅の確保
②高齢者世帯の円滑な居住継続に向けた支援体制の強化

①住まいの維持・向上に向けた住生活リテラシーの向上
②住宅ストックの質の確保
③空き家の適切な管理・利活用の促進
④マンションの適正な維持管理

目標５：人と人とのつながりが育む住環境づ
くり

①地域コミュニティ活性化の促進
②防災性・防犯性に対する意識向上

③鎌倉らしい住環境の魅力の維持・向上

住宅・住環境づくりの５つの目標ごとに、その達成に向けた施策を示す

❹施策の検討

５つの目標ごとの施策の設定
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❹施策の検討

【目標１】 若年世帯のニーズに対応した住まい・住環境の充実 （１／２）

施策 ① 就業支援と併せた移住・定住の促進

概要

テレワークに関する情報発信や勉強会の実施により、場所や移動時間にとらわれない柔軟なラ
イフスタイルの選択肢を充実させるとともに、鎌倉での就業を希望する若年層や就労に不安を
抱える若年層を対象とした就業セミナーの開催等を通じて、就業と住生活を一体的に捉えた移
住・定住のきっかけづくりを図る

具体的な

取組イメージ

［継続］ 若者を対象とした就職セミナーの開催、支援情報の周知【産業課】

［継続］ 市内の企業・求人情報発信サイトの運用【産業課】

［継続］ テレワークに関する研究、実証実験、周知啓発、情報発信等に向けた「鎌倉テレワー
ク・ライフスタイル研究会」の設立・運用【産業課】

［新規］ 空き家のリノベーションやDIY賃貸住宅等の情報提供【国土交通省】

就業セミナーの開催による情報提供やテレワーク施設の充実により、
柔軟な働き方への実現と鎌倉への移住・定住のきっかけの創出を図る


